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研究成果の概要（和文）：　本国親会社と海外子会社のグローバルな連携やオープンとクローズドとの中間に位
置するグループ企業との連携（グローバル・セミオープン）は、海外子会社と現地企業・機関等との連携（グロ
ーバル・オープン）よりも多くみられ、知的財産と利益の占有可能性も高く、新たなイノベーション(価値創造)
に貢献していることが明らかになった。ただし、海外子会社と現地企業・機関等との連携（グローバル・オープ
ン）も、現地人と日本人の知識・情報のミックスによる相乗効果を生み出し，一定程度新たなイノベーション
(価値創造)に貢献していることが明らかになった。

研究成果の概要（英文）： The results show that global collaboration between home country parent 
companies and overseas subsidiaries and collaboration with group companies that are positioned 
between open and closed (global semi-open) is more common than collaboration between overseas 
subsidiaries and local companies, institutions, etc. (global open), and the possibility of occupying
 intellectual property and profits is also higher and global semi-open is contributing to innovation
 (value creation). However, it was also clear that collaboration between overseas subsidiaries and 
local companies or institutions (global open) also contributes to a certain extent to new innovation
 (value creation) by generating synergies through a mix of knowledge and information between local 
and Japanese.

研究分野： 経営学

キーワード： 経営学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　本研究は、オープン・イノベーションに関する既存研究では必ずしも十分に検討されてこなかった、本国親会
社と海外子会社のグローバルな連携やオープンとクローズドとの中間に位置するグループ企業との連携（グロー
バル・セミオープン）、海外子会社と現地企業・機関等との連携（グローバル・オープン）に注目し、新たな価
値創造に及ぼす影響を実証的に分析した。その研究成果は、これまでのオープン・イノベーションやグローバ
ル・イノベーションに関する理論的な示唆や実践的な示唆が含まれており、学術的意義や社会的意義があった。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 

企業のイノベーション活動は、技術や製品・サービスの複雑化・高度化やライフサイクルの短

縮化、グローバル競争の激化等により、多様な資源・能力の組み合わせやスピード向上が求めら

れている。 

こうした状況の中で、実践面では、従来のような企業内に閉じたイノベーション（クローズド・

イノベーション）活動ではなく、他組織との連携による開かれたイノベーション（オープン・イ

ノベーション）活動が展開されるようになっている（e.g.インテル、シスコ、マイクロソフト、

日本電気、大阪ガス）。また、研究面でも、その有効な推進策や問題点などについて議論がなさ

れ、オープン・イノベーションについて大きな関心が集まるようになってきている(e.g. 

Chesbrough, 2003: 2006: 2009; 真鍋・安本, 2010; 武石, 2012, 延岡, 2010 )。 

オープン・イノベーションの視点は、UC BerkeleyのDr. Henry Chesbrough が2003 年に提唱

した概念であり、その新規性は、上記のような経営環境の変化の中で、オープン・イノベーショ

ンという研究開発のあり方を従来のクローズド・イノベーションと明確に対比した上で、その重

要性と管理のあり方を他組織との多様な連携形態に共通する一般原則として整理・体系化しよ

うとした点にある。このオープン・イノベーションの視点に触発され、実践面では他組織との連

携がより活発化すると同時に、研究面でも多面的な展開がみられつつある。例えば、知財や専有

可能性との関係（e.g.Simcoe, 2006）、ユーザー・イノベーションとの関係（e.g. von Hippel, 

2005）、あるいはそれらを考慮に入れたオープン・イノベーションの戦略類型（e.g.Enkel et 

al., 2009; Dahlander and Gann, 2010）などがあげられる。 

しかしながら、オープン・イノベーションに関するこれら既存研究を検討すると、以下のよう

な課題を指摘することができる。 

まず、研究対象であるオープン・イノベーションの連携先組織の範囲に関連している。既存研

究では、クローズドとオープンの対比の中で、自社と他組織という二分法的にオープン・イノベ

ーションへの取り組みが捉えられることが多かった。しかし、それらの中間にはグループ内組織

が存在する。そうしたグループ内組織との連携は、セミオープンとして捉えることができ、特に

日本企業や知的財産と利益の占有可能性にとって重要な意味をもつと考えられる。したがって、

連携先組織としてグループ内組織にも注目した分析が必要となっている（国内のグループ内組

織との連携については連携研究者となっている別のプロジェクトで研究中である）。 

また、既存研究では、国内他組織とのオープン・イノベーションの議論が中心であった。しか

し、近年海外他組織とのオープン・イノベーション（グローバル・オープン（セミオープンも含

む）・イノベーション）も増加してきており、そのマネジメントのあり方は、国内他組織の場合

とは異なることが想定される。したがって、連携先組織として海外他組織にも注目した分析が重

要になっている。 

 
２．研究の目的 

本研究の目的は、グローバルなオープン・イノベーション（他組織との連携を通じた技術、製

品・サービス等の開発）のマネジメントがどのように行われているのかを明らかにし、その取り

組みが企業の新たな価値創造に与える影響を、詳細な定性的・定量的調査を通じて実証的に分析

することにある。 

 そこでは、オープン・イノベーションに関する既存研究では必ずしも十分に検討されてこなか

った、本国親会社と海外子会社のグローバルな連携やオープンとクローズドとの中間に位置す



るグループ企業との連携（グローバル・セミオープン）、海外子会社と現地企業・機関等との連

携（グローバル・オープン）が新たな価値創造に及ぼす影響に着目する。本研究では、そのよう

なグローバルなオープン・イノベーションのマネジメントと、それが新たな価値創造に与える影

響を実証的に分析することによって、これまでのオープン・イノベーションに関する研究を前進

させるとともに、新たな理論的、実践的含意を導くことを目的としている。 

 
３．研究の方法 

研究方法の特徴としては、トライアンギュレーション・アプローチを採用することである。 

具体的には、まず、先行研究、1 次資料（聴取調査や企業の内部資料の渉猟等）、2 次資料（各

種商用データベースの情報も含む）などの広範な探索により理論的な分析枠組を構築する。その

分析枠組に即して、少数の事例を対象とする詳細な事例研究（定性的研究）と大量サンプルより

得られたデータの多変量解析（定量的研究）とを併用する。 

演繹的に導出される理論的枠組に依拠しつつ、定性的研究と定量的研究を併用する研究スタ

イルは、方法論的には、日本的研究スタイル（仮説発見型）と欧米的研究スタイル（仮説検証型）

の両者の利点をミックスしたものである。こうした複数の方法の併用する方法論的トライアン

ギュレーションは、経営学に限らず、社会科学全般においても推奨されているものである。 

本研究の方法論上のもう１つの特徴は、研究期間中継続的に聴取調査を実施し、オープン・イ

ノベーションのダイナミックな側面を捕捉する点である。スタティックな状況だけでなく、ダイ

ナミックな状況を把握するためには、一時点の調査だけでなく、継続的な調査を行い、オープン・

イノベーションが新たな価値創造のための影響を詳細に分析する必要がある。こうした方法を

用いることで、より現実性と実践性の高い理論構築が可能になると考えられる。 

 

４．研究成果 

研究成果としては、本国親会社と海外子会社のグローバルな連携やオープンとクローズドと

の中間に位置するグループ企業との連携（グローバル・セミオープン）の重要性が明らかになっ

た。グローバル・セミオープンは、海外子会社と現地企業・機関等との連携（グローバル・オー

プン）よりも多くみられ、知的財産と利益の占有可能性も高く、新たなイノベーション(価値創

造)に貢献していることが明らかになった。ただし、海外子会社と現地企業・機関等との連携（グ

ローバル・オープン）も、現地人と日本人の知識・情報のミックスによる相乗効果を生み出し，

一定程度新たなイノベーション(価値創造)に貢献していることが明らかになった。 

また、海外子会社と現地企業・機関等との連携（グローバル・オープン）の海外子会社単独の

クローズド・イノベーションへの転換についても質問票調査したところ、約１割の海外子会社で

そうした転換がみられた。割合は少ないものの、オープン・イノベーションに逆行する現象もみ

られた。現地での聴取調査では、特に新興国では知的財産と利益の占有可能性の観点から、グロ

ーバル・オープン・イノベーションよりもグローバル・セミオープン・イノベーションが多くみ

られた。 

 そのようなグローバル・セミオープン・イノベーションを含めたグローバル・オープン・イノ

ベーションの内容では、競合企業に対する競争優位性、売上・利益への貢献度、市場への適合性

に関する価値創造が多くみられた。創造された価値の移転については、本国親会社への逆移転も

みられ、内容的には市場に関するものや研究，開発，改良に関するものが比較的多く移転されて

いた。このような移転が行われるためには、それらを促進する組織体制も必要になるが、約半数

の海外子会社でそうした組織体制が整備されていた。 
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